


農地中間管理事業評価委員会制度について

平 成 ２ ８ 年 ３ 月 ２ ４ 日

（公社）みやぎ農業振興公社

１ 設置根拠

( )農地中間管理事業の推進に関する法律（ 法律第 号）1 H25 101
( )農地中間管理事業の推進に関する法律施行規則（ 農林水産省令第 号）2 H26 15
( )公益社団法人みやぎ農業振興公社農地中間管理事業規程（ 改正）3 H26,5,16
( )公益社団法人みやぎ農業振興公社事業農地中間管理事業評価委員会設置要領4

（ ）H26,4,15

２ 評価委員

( )東北大学大学院教授1
( )(公社)みやぎ産業振興機構推薦者2
( )宮城県市長会推薦者3
( )宮城県町村会推薦者4
( )弁護士5

３ 評価委員会の役割（機構法第6条第2項）

農地中間管理事業の実施状況を評価し、これに関し必要と認める意見を農地中間機

構の代表者へ述べる。

※具体的評価項目・評価基準等詳細は、農林水産省より示されず本委員会検討のう

えの対応となります。

４ 評価委員の任命（機構法第6条第3項）

農地中間管理事業に関し客観的かつ中立公正な判断をすることができる者のうちか

ら、県知事の認可を受けて農地中間管理機構の代表者が任命する。

※各委員につきましては、宮城県（農振）指令第165号（H26,10,3）及び、宮城県

（農振）指令第167号（H27,10,29）により県知事認可いただいております。

５ 評価委員会の意見（機構法第9条第4項）

農地中間管理機構は、事業年度ごとに、事業報告書、貸借対照表、収支決算書及び

財産目録を作成し、第6条第2項の規定による農地中間管理事業評価委員会の意見を

付して、毎事業年度経過後3月以内に、宮城県知事に提出するとともに、これらを公

表しなければならない。

※H26年度分は、H27,6,29付けで県知事提出のうえ公社HPにて公表しました。

６ 評価委員会の開催予定及び内容

(1)平成26年度（初年度）

①年 内（12月18日） ・・・任命式・事業等説明・H26事業中間報告

②年 度 内（ 3月17日） ・・・H26事業見通し・H27当初事業計画

（ 以降もスケジュール的な目安は同じ）(2)平成27年度以降 H28
①年度当初（ 6月10日） ・・・H26事業報告（評価検討）

②年 内（12月25日） ・・・H27事業中間報告

③年 度 内（ 3月24日） ・・・H27事業見通し・H28当初事業計画
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【評価委員会の設置の根拠】
○農地中間管理事業の推進に関する法律（H25法律第101号 （抄））

（農地中間管理事業評価委員会の設置）

第６条 農地中間管理機構には、農地中間管理事業評価委員会を置かなければならな

い。

２ 農地中間管理事業評価委員会は、農地中間管理事業の実施状況を評価し、これ

に関し必要と認める意見を農地中間管理機構の代表者に述べることができる。

３ 農地中間管理事業評価委員会の委員は、農地中間管理事業に関し客観的かつ中

立公正な判断をすることができる者のうちから、都道府県知事の認可を受けて農

地中間管理機構の代表者が任命する。

（ 中 略 ）

（事業計画等）

第９条

（ 中 略 ）

４ 農地中間管理機構は、事業年度ごとに、事業報告書、貸借対照表、収支決算書

及び財産目録を作成し、第６条第２項の規定による農地中間管理事業評価委員会

の意見を付して、毎事業年度経過後３月以内に、都道府県知事に提出するととも

に、これらを公表しなければならない。

○農地中間管理事業の推進に関する法律施行規則（H26農林水産省令第15号 （抄））

（委員の任命の認可の申請）

第３条 農地中間管理機構は、法第６条第３項の規定により農地中間管理事業評価委

員会の委員を任命しようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書に当該

、 。任命に係る者の就任承諾書を添付して 都道府県知事に提出しなければならない

一 任命しようとする者の氏名及び略歴

二 任命の理由

○公益社団法人みやぎ農業振興公社農地中間管理事業規程（H26,5,16改正 （抄））

（農地中間管理事業評価委員会）

公社の代表者は、農地中間管理事業に関し客観的かつ中立公正な判断をするこ第31条

とができる者のうちから、宮城県知事の認可を受けて農地中間管理事業評価委員会

の委員を任命する。

農地中間管理事業評価委員会は、農地中間管理事業の実施状況を評価し、これに２

関し必要と認める意見を公社の代表者に述べるものとする。

前２項に定めるもののほか、農地中間管理事業評価委員会の運営に関し必要な事３

項は、別に定める。

参考：(公社)みやぎ農業振興公社事業評価委員会設置要領（H26,4,15）

後添のとおり
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公益社団法人みやぎ農業振興公社
農地中間管理事業評価委員会設置要領

（趣 旨）
（ ） 、第１条 農地中間管理事業の推進に関する法律 年法律第 号 第６条に基づきH25 101

公益社団法人みやぎ農業振興公社（宮城県農地中間管理機構）農地中間管理事業評
価委員会（以下「委員会」という ）の組織及び運営について必要な事項を定める。
ものとする。

（所掌事務）
委員会は、公益社団法人みやぎ農業振興公社（以下「公社」という ）理事長第２条 。

が提出した農地中間管理事業の実施状況を評価し、必要に応じて理事長に意見を述
べるものとする。

（組 織）
委員会は、委員５人以内で組織する。第３条

２ 委員は、農地中間管理事業に関し客観的かつ中立公正な判断をすることができ
る者のうちから、宮城県知事の認可を受けて公社理事長が任命する。

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の
任期は、前任者の残任期間とする。

４ 委員は、再任されることができる。

（委員長及び副委員長）
委員会に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選によって定める。第４条

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。
３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けた

ときは、その職務を代理する。

（会 議）
委員会の会議は、委員長が招集する。ただし、委員の委嘱後、最初に行われる第５条

委員会の招集は公社理事長が行う。
２ 会議においては、委員長がその議長となる。
３ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。
４ 委員会の議事は、出席した委員の半数以上で決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。

（関係者の出席）
委員長は、必要があると認められるときは、関係者の出席を求めて意見を聞く第６条

ことができる。

（資料の公表）
会議で用いた資料は、原則として公表するものとする。ただし、個人情報等に第７条

関するものについては、この限りでない。

（会議録）
委員会の開催日時、出席者及び会議の概要は、会議録に記録するものとする。第８条

（事務局）
委員会の事務局は、公社担い手育成部におく。第９条

（経 費）
委員会の運営に関する経費については、公社が負担する。第10条

（その他）
この要領に定めるもののほか，委員会の運営その他必要な事項は、委員長が会第11条

議に諮って定める。

附 則
この要領は、平成２６年 ４月１５日から施行する。

－　3　－



－　4　－



－　5　－



－　6　－



－　7　－



－　8　－



－　9　－



－　10　－



－　11　－



－　12　－



－　13　－


